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循環型社会構築に向けてのエコタウン事業

一来認されたエコタウン事業の比較一
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EcかtownProj舵~ts f or Constructing a Rωource Ci町ulatingSociety 

-Comparative Studi的 forEach of the Approved Ecかtowns-

Keisuke Yamamoto六MasayukiKawabe* and Akihiko Matsuo. 

In the present civilized society we need a great deal of resources and energy 

to make a variety of goods， and we subsequently discharge a lot of general and 

industrial waste causing a depletion of resources and a deterioration of the envi-

ronment. We， should， therefore， aim to construct a circulatory society which is 

an environmentally concerned society， accomplishing a sustainable economic de側
velopment. 

The realization of a resource circulating society is an integral part of envi-

ronmental conservation. The ecかtownproject recognized by the national gov-

ernment strives toward the goal of zero emissions， reducing a large quantity of 

waste resulting from domestic and industrial activities and utilizing it effec幽

tively as materials in different industries. Here， we describe a comparison of 

each of the eco幽townsapproved by the national government. 
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1.はじめに

我々人聞が持続可能なコミュニティを形成し，

それを発展させるためには 我々は生態系から貴

重な教えを学び， r自然との共生Jを念頭に鷺い
た具体的な行動を起こす必要がある.現在の「大

・大量消費・大量廃棄型の物質文明Jは，

我々の豊かな物質社会に対しては一応の役割を果

たしてきた.その反面，この経済社会システムは，

天然資源を大量投入することにより資源の枯渇を

起こし，その上大量の廃棄物，排出ガス，排水等

を放出してローカルにおいてもグロ…パルでも廃

棄物問題や地球温暖化問題など多くの環境問題を

招いている 1)，2) 

このように先進国の現在の物質文明は，現代の

経済社会が[資源および環境の両面Jにおいて，

すでに地球的規模での限界に近づいている状況に

あることを示唆している.従って， r資源と環境」
の両聞における負荷を大幅に削減して，有限な地

球環境と共生する経済社会の持続可能性を取り戻

すためには， 21世紀において環境への負荷を小さ

くするような社会システムをつくらなければなら
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ない 3)，4) 

最近， r循環型産業システムJに向けての実践
行動として，燦棄物ゼ口を目指す「ゼ口ょにミッショ

ン構想」が注目されている.数年前までの社会活

動は，資源と環境に対して，無限で劣化しない地

球を想定したが，現在では地球は有限で劣化する

ものであるという社会的な意識の変化が起きつつ

ある.有限で劣化する地球を持続的に発展させる

ための一つの行動計画として，ゼロエミッション

という考え方が広く注目されてきた.ゼロエミッ

ション構想、は，ある産業が排出する廃棄物を自社

あるいは他の分野の原料として活用し，あらゆる

廃棄物をぜロにすることであり， r新しい資源循
環型の産業社会」の形成を目指す構想ということ

ができる 5) 

通商産業省では，このぜ口ょにミッション構想、を

推進するため厚生省と連梯して，平成9年度より

21世紀に向けた新たなエコビジネスの背成計画と

しての「エコタウン事業」を創設した.この事業

の目的は，個々の地域における産業蓄積を活かし

たエコビジネス(環境産業)の振興を通じて地域

を活性化して，資源循環盟社会の構築を目指して

いる産業界や公共部門および消費者による総合的

な環境調和型システムを構築することにある.そ

のため，地方公共団体が推進計闇(エコタウンプ

ラン)を作成し同省の本認を受けた場合に，民間

等の建設するリサイクル関連施設への助成や，環

境産業見本市・技術展への助成，住民等に対する

環境関連情報提供事業への助成などの中から，そ

れぞれの地域の特性に応じて，総合的・多面的な

支援を実施することになっている 6) 

2.持続可能な牡会

2. 1.廃棄物問題の現状

我が岡を含めた先進工業諸閣では，この数十年

間，物質的に最かな生活を目指してさまざまな努

力を麓ねてきた.その結果.r大量生産・大量消
費・大量廃棄型のライブスタイル」が定着してお

り，産業および生活の開聞から排出される「廃棄

物の量の増大と質の多様化」が起きている.その

牒難物を適正に処理・処分することがきわめて難

しい状況になっており.r廃棄物の発生抑制・再
利用・リサイクル」の推進が今日の経済社会の緊

急課題となっている7)

実際，我々がデパートやスーパ…や専門腐など

に行けば，多種多様の商品が山のようにあふれで

おり，欲しいものを簡単に手に入れることができ

る.そして，次々と新しいものを買うということ

は，古くなったものをどんどんごみkして捨てて

いくことを意味している.このような社会システ

ムは環境の破壊・資源の枯渇という深刻な問題を

招き，持続可能なシステムとはいえない.

我々の日常生活や経済活動が枯渇の恐れのある

資源に依存しており 大量生産・大量消費・大量

廃紫型の社会生活のために，図 1に示すように多

種多様な廃棄物が発生する.現在の廃棄物の発生

量は，一般廃棄物で年間約5千万トン，産業廃棄

物が約4億トンとなっている.ぞれらの廃棄物の

リサイクル率を見ると 産業廃棄物については約

40%であるが，一般廃棄物のリサイクル率は上昇

してはいるが未だ10%税度で いずれも伸び悩ん

でいるのが現状である.しかも，近年，廃棄物の

処分場の新規立地は非常に難しくなっており，そ

れに伴って処分場の残余年数も年々少なくなって

きている.家庭から出る一般廃棄物の処分場の残

余年数は，企間平均で8.1年，首都闘では5.0年と

いう水準にまでなっており，このままでは最終的

に処分場がなくなってしまうという厳しい試算も

ある.このような状況のため，従来どおり排出さ

れた廃棄物をそのまま組め立てるという処理を継

続することは困難になっている 7)，8) 

そもそも廃棄物とは，人聞が作り出した概念で

あり，生物界で人間だけが無駄なものを排出して

いるのである.廃棄物の問題は，通常の事業活動

や日常生活に深く関わっている問題であるため，

我々生活者一人ひとりが考え，具体的な取り組み

を行っていく必要がある.資源についても，地球

上で無限に存在するものではなく，有限なもので

ある.この限られた資源をこれから21世紀に残し
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図1.廃棄物の分類

ベき，最も簡単で輩婆な方法の一つであろう.図

2には，製品の生産から処分にいたる活動の各段

階における廃棄物の発生状況を示している 9).10) 

ていくためにも，廃棄物をただのごみにするので

はなく， rごみ資源」に変えていかなければなら
このことが企業，行政，消費者が取り組bない.

動

物

活

図2.生産活動の各段階における廃棄物の発生
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2. 2.循環型経済社会の実現

持続可能な発展を実現するためには，これまで

の生産と消費で終わっていた社会，つまり，資源

の浪費と廃棄という社会から脱却しなければなら

ない.これで循環型社会が形成される.

この循環型社会とは 従来のワンウェイ型の経

済社会から， A社で排出された廃棄物をB社が原

材料として使用し，日社から排出された廃棄物を

C社が原材料として使用するといった排出物を廃

棄物にするのではなく，循環させることによって

資源とする社会のことである.循環型社会は，大

量生産・大量消費・大量廃棄型の社会に代わるも

のとして，廃棄物を再使用・再生利用し，新たな

資源の投入をできるだけ抑え，自然生態系に戻す

排出物の最を最小限とする社会システムであ

る 6)

平成12年には，廃棄物の削減・再利用のための

基本理念をまとめた「循環現社会形成推進基本法

案Jが提出されている.間基本法案は，増え続け
る廃棄物の排出削減や再利用を促すとともに，不

法投棄を防止することを目指している.さらに，

生産者と騰棄物の排出者双方に燐棄物処理に関す

る責任を明記している.メ}カーなどの生産者に

は使用済み製品を一定の範聞で回収・再利用する

ことを義務付けている.山

表1.循環型社会形成推進基本法家

廃棄物処理法改正案 排出企業に産業廃棄物の最終処分の確認を義務付ける

再生資源利用促進法改正案
自動車メーカーなどに部品の再利用を製品寿命の長期化を

義務付ける

食品循環資源再利用促進法案 外食産業などに資料や肥料への再資湖、化を義務付ける

建設工事資材再資源化法案
解体業者などに木材や鋼材といった資材ごとの再利用を義

務付ける

グリーン購入法案 聞や地方自治体が環境への負荷が少ない文具などを調達

容器包装リサイクル法 ベットボトルやプラスチック容器の再利用を義務付ける

家電リサイクル法 家電メ…カ…に製品の再利用を義務付ける

循環型社会を構築していくために，企業，行政，

消費者の各主体が全体として取り組むことが必要

であり，このため「各主体聞のパートナ}シップJ
の形成が震要である.また，市場を通じてのパ}

トナ…シップの形成も重要となってくる.例えば，

企業は環境に配慮した製品の製造，環境負姐の低

減に配慮した原材料などの調達などを行うことが

求められ，消費者は，環境負荷の少ない製品の購

入，リサイクルを念頭においた分別問収の協力な

どのパ…トナ…としての役割が求められる.さら

に，素材生産一部品製造一加工組み立て一流通一

消費-廃棄といった各段階で排出される「モノJ
を「廃棄物ではなく資源Jとして活かし，その流
れを循環させるためのパ}トナーシップも重要で

ある.社会を構成する全ての主体について，漉切

な役割分担がなされ，各主体がそれぞ、れの役割を，
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自立的かっ積極的に果たすことにより，循環型社

会が最大限に活かされていくであろう.山

このように循環型システムが構築された社会に

おいては，濃かな環境を将来の世代にまで維持し，

持続的成長が可能な社会へ変革することができる.

そのためには，資源として再利用できる廃棄物は

分別回収・リサイクルし資源として再生しなけれ

ばならない.また，燐棄物を発生させないそノ作

り・消費行動が社会の隅々まで浸透し，製品・部

品を長期使用・再使用することが求められ

る 13)-17)

2. 3.ゼロエミッシヨンの推進

「ゼ口ょにミッション」という概念は，平成6年

の間連大学によるゼ口エミッション研究構想、で最

初に提唱された.産業活動で発生する廃棄物など

による環境負荷をできる限りゼロに近づけるため，

産業界での生産工程を再編成し，廃棄物の発生を

抑えた新たな循環型藤業システムを構築すること

を目指すものである.しかし，資源循環型社会を

形成するためには，一時的な騰棄物の発生抑制・

リサイクルによるごみ削減ではなく，ごみゼ口を

目指すものでなければならない.そして，社会・

産業システムを構造的に作り変えることが必要で

ある.

ゼロエミッションを推進するためには，ある一

つの産業では，勝業物をゼロにする目標の達成は

困難であるが，これまで関係の薄かった異業種企

業聞の情報交換や密接な連携が重要になってくる

とともに，その共同の取り組みにより廃棄物の減

少は可能となる.このようなことを通じた産業連

鎖を可能にするための新しい技術なども必要とな

る. ドイツなどの事例における有害廃棄物の滴.iE

な処理などとリサイクル用廃棄物の市場原理を導

入した効率的経済的な処理・リサイクルを両立さ

せた手法なども踏まえ 新たな高度処理・リサイ

クルシステム化などのあり方などについて，市民

や企業なども合め幅広い観点から検討していく必

要があるだろう 5)，6) 

さらにそノの流れの全体を閣内外を含めて拠え，

適切な役割分担の下，その利用から牒棄に伴う環

境負荷を総合的に低減するための循環型社会の形

成に向けて，今後，広範な国民的論議を進めてい

く必要があるだろう.

3.エコタウン事業

3. 1.エコタウン事業の意義

究極的に廃棄物の発生ゼ口を目指すゼ口エミッ

ション構想、の実現可能な地域がエコタウンである.

そのエコタウンにおいては，投入要素はすべて最

終的な製品に活用されるか，あるいは他の産業の

ための付加価備の商い原料となる.すなわち，総

投入量出総生産最を極限の目標とする.それによっ

て，廃棄物処理に伴い発生する温案効巣ガスの削

減につながるなど，ゼロエミッション構想は，単

なるリサイクルによる資源の有効利用にとどまら

ず，環境負荷の低減にも大きな賞献をなす.さら

に，リサイクルの際に発生する余熱利用による暖

腸や給湯，ごみの悶形燃料化などエネルギー化に

よる省エネルギーにも資するような目的とする.

13)， 14) 

これまでコンセプトとして提唱されてきていた

「ゼ口エミッション構想Jを実際に地域の環境調

和型経済社会形成のための基本構想として位置づ

ける.併せて，地域振興の基軸として推進するこ

とにより，既存の枠にとらわれない先進的な環境

調和型まちづくりを行うとともに，民間のカによっ

て環境対策の効率化を進める意義を有するもので

ある.エコタウン推進計岡が承認された場合，決

められた事業について通廉省より 2分のl以内の

補助が受けられる.補助を受けることによって，

事業を進めることの負担を減らし，エコタウンに

参加しやすくなる.

承認基準にもなっているが，独創的および先駆

的であるため，これから承認されるエコタウンの

モデルとなりえる.すなわち，エコタウンはいま

までに10地域魚認されているが，同じプランはな

い.また，地域の環境調和型経済社会形成のため

の基本構想、として位置付けられているため，地域
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振興の基軸として推進することにより，既存の枠

にとらわれない先進的な環境調和型のまちづくり

ができる.このため，これから承認されていくエ

コタウンも，それぞれの特徴を持ったものとなる

であろう.

3. 2.工コタウン事業の創成

エコタウン事業は.rゼロエミッション構想J
を地域の環境調和型経済社会形成のための恭本構

想として位置づけられ，平成9年度に創設された

制度である.環境調和盟の地域経済形成の観点か

ら既存の枠にとらわれない先進的な環境調和却ま

ちづくりを推進することを目的としている.

通産省の資料によると，具体的には，それぞれ

の地域の特性に応じて，都道府県または政令指定

都市が作成したプラン(市町村が作成する場合は

都道府県等と連名)について承認を受けた場合，

当該プランに基づき実施される事業について，地

方公共間体に対して総合的・多聞的な支援を実施

する.なお，本事業は廃棄物の適正処理対策を推

進する原生省との連携事業となっており，プラン

の承認に際しては，原生省との共同承認の形にな

る.

ハ}ド閣では「環境調和型地域振興施設整備費

補助金」により，民間などの建設するエコセメン

ト製造プラントやペットボトルリサイクル設備な

どのリサイクル関係施設整備への助成などである.

ソフト聞では「環境調和型地域撮興事業費補助金」

により，環境産業見本市，技術股，共同商談会の

開催など，環境産業のためのマーケティング事業

への助成.関連事業者・住民に対するリサイクル

情報などの提供，情報提供事業への助成，環境関

連研修および環境関連講習会の実施，環境指導へ

の助成などのメニュ…から それぞれの地域の特

性に応じて，総合的・多面的な支援を実施す

る 14)-17)

補助事業の内容として，都道府県，政令指定都

市，都道府県と地方自治体・民間など補助事業者

によるエコタウン推進計画が承認された場合，以

下の事業について2分のl以内の補助が受けられ

る(中国通産局のホームベ…ジ資料).15) 

(1)環境調和現地域搬興施設整備費補助金(エコ

タウンハ、叫剛ド補助金)

平成9年度予算 277.488千円

平成10年度予算1.258. 530千円

工事費・設計費・設備費・諸経費

公ペットボトルリサイクル設備，エコセメン

ト製造プラントなど

(2)環境調和郡地域振興事業費補助金(エコタウ

ンソフト補助金)

平成9年度予算243.173千円

平成10年度予算243.173千円

(a)エロタウンプラン策定等事業費

平成9年度予算50.538千円

平成10年度予算50，538千円

食構想、，システム設計のためのブイージピリ

ティ・スタヂイ，調3経費用

(b)展示商談会等開催事業費

平成9年度予算122，075千円

平成10年度予算122，075千円

合環境農業見本市・技術展・共同商談会の開

催など

(c)地域情報整備事業費

平成9年度予算46.175千円

平成10年度予算46，175千円

台住民に対するリサイクル情報などの提供，

地元への環境関連産業の誘致PR，企業の

ネットワ…ク化など

(d)講習会運営費

平成9年度予算24，385千円

平成10年度予算24，385千円

食環境指導，環境関連研修及び環境関連講習

会の実施など

4.各エコタウン事業の特徴

4. 1.承認を受けたエコタウン事蝶

これまで承認を受けた地域は，表2に示してい

るように平成9年度に長野県飯田市，川崎市，北

九州市，岐阜県の4地域で，平成10年度は，福岡
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県大牟田市，札幌市，千葉県の3地域である.平

成11年度は，秋田県，宮城県鴬沢町の2地域，平

成12年度は，北海道の1地域となっている. これ

らの地域を承認する基準としては，中国通産局の

ホームページによると以下のとおりであり，これ

らのことを総合的に勧案し 厚生省と通商産業省

が共同で承認する.日)

①当該地域の構想、，支援対象事業にこれまでの

他の地域にない独創性・先駆性が相当程度認め

られ，他の地域の見本となる可能性の高いブ口

ジ、エクトであること.

②エコタウンプランの計画内容の熟度が高く，

その確実な実施が見込まれること.

③エコタウンプランの策定を行う地方公共団体

が，環境調和型地域社会の形成に大きな意欲を

持っていること.

④ハ…ド施設については，中核となる事業主体

の見込みがたつており，かつ，資金面の手当て

の目途が確実になっていること.

①ハード施設について，安定かっ健全な運営が

行われるよう採算性の見通しが客観的に明らか

であること.

⑥リサイクル施設については，周辺の諸環境を

勘案して原材料となる再生資源の供給量に対し

て施設の規模が適切であると認められ，かつ，

製品の需要最に対して施設の規模が適切である

と認められること.

⑦ハード施設に原材料を供給する者やこれらの

施設を利用して生産する製品の需要者との連携

の見込みが確実になっていること.

③承認に当たっては，ソフト閣の措慢とハード蘭

の措置の進歩状況を総合的に勧業する.

以下に承認を受けたエコタウン事業の各々につい

て概略を記す.

表2.承認された10地域の主な事業内容

長野 ベットボトルリサイクル施設、古紙リサイクル施設

川崎市 廃プラス ック高炉還元施設

H 9.7.10 北九州市
ベットボトルリサイクル施設、 リサイクル施設、

OA機器リサイクル施設

岐 県
ベットボトルリサイクル施設、廃ゴム・タイヤリサイクル施設、

!発プラスチックリサイクル施設

H 10. 7. 3 福岡県 RDF発電所

廃コンクリート再生施設、建設系廃材リサイクル施設、

H 10.9.10 札幌市 ごみリサイクル施設、ベットボトルリサイクル施設、

斑プラスチックの油化施設

H 11.1. 25 千 県 エコセメント製造施設、生ごみなどの直接溶融施設

秋旧県 家電製品リサイクル施設、金属リサイクル事業
H 11.11.12 

城 家電製品リサイクル施設

家電製品リサイクル事業、紙製容器包装リサイクル事業、

H 12.6.30 北海道 プラスチック製容器包装・農業用廃プラスチックリサイクル事業、

焼却灰リサイクル事業
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4. 1. 1.長野県飯田市(平成9年7月10日承認)18) 

飯田市エコタウンプラン“天竜川エロバレープ

ロジェクト"は広大な平地をステ…ジに，環境と

調和する産業・都市・コミュニティ…をテ…マに

展開していくプ口ジェクトで，全員参加型の新し

いまちづくりを目指している.これにより「産業

政策Jあるいは「地域発脱政策Jとして，戦略的
に活用することを目標としている.

具体的には，周辺の自然環境と調和を図り，地

域内で排出される廃棄物を燃料として熱・電気を

供給する“エネルギーセンター"やリサイクル関

連工場の誘致を目的としたぜ口エミッション環境

産業団地を整備し，循環型地域の形成と環境艦業

の創造による新たな地域振興を目指すものである.

①環境と調和する「産業」づくり

(a)環境と調和する産業の創造:環境関連産業会

般について，情報収集と研究を進める研究開

発施設やインキュベーション施設を整備する.

さらに，製品開発から商品市場開発に取り組

むベンチャ…企業の育成・支援など環境関連

産業の創造に関する日本の情報センターとな

ることを目指している.

(b)地域内産業連鎖の構築地域内の多様な産業

と技術力を活用して，産業活動で生じた廃棄

物を他の産業の原料として活用する「産業連

鎖Jの仕組みを確立する.

②環境と調和する「都市」づくり

(a)新エネルギー・リサイクル拠点の整備:資源

エネルギー循環型地域の形成に必要なリサイ

クル施設やエネルギ}供給施設を整備し，廃

棄物のリサイクルを進める環境調和型システ

ムを構築する.

(b) r水と緑Jを生かした美しい地域整備:企業・
行政・消費者が協力して「環境と調和するま

ちづくりJのプラント行動計画を策定し，調

和のとれた奨しい景観を創出するとともに，

道路や河川の整備においても緑や生態系に配

慮した整備を進めている.

③環境と調和する「コミュニティー」づくり

(a)エ口ライブの推進:環境調和型住宅や市民農

閥・広場・口ミュニティー施設などを，景観

も美しく環境や生態系にも配慮した「エコハ

ウジングピレッジJとして一体的に整備する.

水処理やリサイクル・エネルギーなどに関す

る新技術の実験に取り組む.新しいライフス

タイルとコミュニティーを実践および提案し

ていく.

(b)自然環境学習の推進:体験的に自然環境学背

のできる拠点施設や自然体験フィ…ルドを市

民に親しまれる魅力的な空間として整備し，

自然とのふれあいや環境への取り組みを学習

する様々なブ口グラムを嵐閲していく.

[施設駿備補助事業]

・ペットボトルリサイクル施設(平成11年度/

地域戦略プラン推進費/稼動中)

-古紙リサイクル施設 (平成11年度/地域戦

略プラン推進費/稼動中)

4. 1. 2.川崎市(平成9年7月10日承認)19) 

川崎市は，臨海部の空洞化の再編，生産機能の

碍構築，土地利用の再編，環境関連技術の振興な

どを目的とし，臨海部の工業専用地帯で「環境調

和創まちづくり(エコタウン)構想推進事業Jに

取り組んでいる.

具体的には，約10h aの土地にゼロエミッショ

ン工業団地を建設するとともに，近在する資源リ

サイクル施設や，環境関連技術を持つ大企業との

連携により，中小企業群と大企業群が協調する資

源循環裂生産システムの構築を閲ろうとするもの

である.

臨海地域のみならず，市内の一般廃棄物を，資

源として有効利用する廃プラスチックリサイクル

事業をはじめとした既存の廃業物・リサイクル関

連施設と機能的役割の分担と有機的な関係の構築

および支援など，広域なぜロエミッションを指向

した環境調和型まちづくり構想を推進する.

川崎市は，全国に先駆けてエコタウン構想を推

進しており，来世紀には全国初のぜ口ょにミッショ

ン工業団地が完成する.紙パルプ，金属関連など

の中堅・中小企業十数社が進出し，近隣の工場と
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連携しながら古紙，鉄くずやエネルギ…の再利用

を地域でシステム化する.単独工場がぜロエミッ

ションを目指す例は相次いでいるが，工業団地全

体が計画段階から目指すのは初めてのことである.

〔施設整備補助事業]

-廃プラスチック高;炉還元施設(平成10・11年

度/稼働中)

4. 1. 3.北九州市(平成9年7月10日承認)肌21)

平成8年3月に北九州市が策定した響灘開発基

本計両を踏まえ，臨海煙車地内において，リサイ

クルを基調とする環境産業コンピナート，実証研

究センタ…，中小リサイクル団地の整備を計聞し

ている.

また，環境産業都市づくりの取り組みを推進し

ていく上での基本的なコンセプトとして，次の3

点を掲げている.

第1は， r環境産業化J，すなわち，環境産業の
立地の促進・誘導及び静脈産業の健全で成熟した

産業としての確立である.第2は，環境に関する

新技術の開発とその実証を行う「技術システムの

開発」である.第3は，環境産業に関する先端情

報の発信や啓発，支援などを通じてリサイクルシ

ステムの創出を目指す「社会システム開発Jであ
る.

この北九州市の取り組みの特色は，環境産業・

技術開発・実証研究拠点の整備を中核とし，教育・

基礎研究基盤の整備，環境国際協力の推進を併せ

て行っていくという 社会的受容性にも配慮した

総合的な施策の展開にあるといえるのである.

具体的には，総合環境コンピナ…トでは，ベッ

トボトルや自動車，家鷺拠品などのリサイクル施

設の集積場としている.実証研究センターは，環

境技術に関する実証研究施設の集積拠点として，

技術情報の発信，環境技術の展示機能，国内外の

人材育成のための教背，研修機能を整備するもの

である.

[施設整備補助事業]

・ペットボトルリサイクル施設(平成9・10年

度/稼働中)

-家電製品リサイクル施設(平成10年度/稼働

中)

.OA機器リサイクル施設(平成10年度/稼働

中)

-自動車リサイクル施設(平成10年度/稼働中)

4. 1. 4.岐阜県(平成9年7月10日承認)22) 

県内における廃棄物の瀧正処理の確保などを岡

るため，地域と一体となった廃棄物処理体制を整

備する岐阜県 f地球環境村J構想を策定した.具
体的には，ペットボトル，廃タイヤ，ゴムくずな

どのリサイクル関係施設を設けるとともに，自然

観察，展望広場，アスレチック広場，公闘などを

複合的に整備することにより 自然との共生や市

民の憩いの場となることを目指す.

可児市内で建設中の可茂衛生施設利用組合・ご

み処理施設「笹ゆりクリーンパークJの格融炉建
設に補助金が交付される.この「笹ゆりクリ}ン

パークJは，ごみ処理施設の他にも資源物を処理
する施設「リサイクルプラザ」でごみと環境の科

学館展示が見学できるのである.また，フィット

ネス施設「わくわく体験館Jには，宿泊施設や体
育館もあり，ごみ問題について研修できる.環境

に興味がある人も これから考えたいと思ってい

る人も，みんなが参加できる施設となっている.

[施設整備補助事業]

・ペットボトルリサイクル施設(平成11年度/

地域戦略プラン推進費)

-廃ゴム・タイヤリサイクル施設(平成11年度

/地域戦略プラン推進費/稼働中)

-燐プラスチックリサイクル施設(平成11年度

/地域戦略プラン推進費/稼働中)

4. 1. 5.福岡県大準田市(平成10年7月3日承認)制

三井三池炭鉱を中心として蓄積された関連技術，

公害防止技術，広大な低未利用地の活用を図りな

がら，大牟田市に設置されるRDF発電施設を中

心に県境を脇えた広域連携により環有明海地域に

おいてRDF収集のネットワークを形成する.さ

らに，石炭灰の資源化，有用金属のリサイクル，
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農業，水産業からの排出物のリサイクルを目指す

リサイクル藤業団地を整備している.

基本コンセプトとして以下の4つの特徴を持っ

ている.

① RDF発電所により広い範聞においてダイオ

キシン類対策などの問題解決に寄与する広域連

携型リサイクルシステムの形成促進.

③ 農業，水産業から排出される廃農業用ピニ}

ルや廃FRP船，あるいは火力発電所から排出

される石炭灰といった地域の特徴的な廃棄物の

リサイクル促進.

③ 工業系排出物，農業系排出物各々のリサイク

ルシステムの相互連携を図る農工融合型リサイ

クルゾーンの形成促進.

④ 市民憩いの場，環境学習及び自然観察の場と

して広大な緑地怨聞を創出.

これらは，いずれも独創的，先駆的なものであ

り，特に①に見られるような生活密着型，@に見

られるような地域密着型という特徴は，同様の取

り組みを進めていこうとする全閣の中小都市閣の

よそヂルとなり得るものである.

4. 1. 6.札嶋市(平成10年9月10日承認)16} 

札腕市が，行政，企業が…体となってリサイク

ル関係事業に取り組む専用用地として“札幌市リ

サイクル団地"を造成した.この団地は，当初，

市や民間処理業者，排出事業者が一体となって，

主に事業系廃棄物の中間処理を行うために整備し

たものであるが，現在では，様々な資源、物を含む

廃棄物の減量と再利用を効率的に行うための中核

施設として位置づけられている.さらに，この団

地は.r産業廃棄物の処理に係わる特定施設の整
備の促瀧に関する法律」に基づき厚生大臣などの

認定を受けており，これにより無利子融資などの

優遇措置を活用した産業廃棄物処理施設の整備が

図られ，さらに緑地，野球場などの公共施設を併

殺することにより，地域に密着したリサイク jレ施

設を目指しているのである.本団地では，事業者

の初期投資を軽減し，企業立地を促進するために

賃貸方式による用地提供を行っている.具体的に

は，廃コンクリート再生施設，建設系廃材リサイ

クル施設，生ごみリサイクル施設などが稼動して

おり，本団地内にベットボトルリサイクル施設や，

燐プラスチックの油化施設などのリサイクル関係

施設を拡充し，すでに市内に整備されている廃棄

物処理施設及びリサイクル関係施設と連携を図り

つつ，環境負荷の低減に努めた都市づくりを推進

している.

[施設整備補助事業]

・ペットボトルリサイクル(フレーク化・シー

ト化)施設(平成10年度/稼働中)

-廃プラスチック油化施設(平成10年度/稼働

中)

4. 1. 7.千襲県(平成11年1月初日承認)24) 

都市化の進展している千葉県西・中央地域をモ

デル地区とし，一般燐棄物焼却灰や各種汚泥をセ

メントに再生するエコセメント製造施設および生

ごみ，焼却灰などを再資源化する直接溶融施設を

臨榔部の工業専用地域に建設する.再資源化の機

能を相互補完しうる 2つの施設を中核として，京

葉工業地帯の産業集積を活かした環境産業の創出

および厳密なゼロ・エミッションの達成に向けた

都市づくりを目指している.

①支披の対象とすべきソフト事業は以下のとおり

である.

(a)ょにコタウンプラン策定事業:現在，膿め立て

処分している燐難物について，民聞が主体と

なって設置した新技術を活用したリサイクル

施設により，再資源化して有効利用する地域

をエコタウンとして位憤づけ，この地域のリ

サイクル製品の利用，廃難物情報管理を含め

た広域処理事業の計闘を策定する.

(b)リサイクル製品股示開催事業:エ口タウン事

業で設置する再資源化プラントで製造する製

品の利用を促進するため，エコタウンプラン

の概要，エコタウン中核施設の概要，リサイ

クル製品の品質とサンプルの展示を中心とし

たイベントを「千葉県リサイクルの日J行事

の一環として県内の主要催事場で休日を含め
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た2日間開催している.また，展示会開催の

広報を新聞広告を通じて行うとともに，リサ

イクル製品に関するパンブレットを作成し，

広く配布する.

(c)地域廃棄物情報整備事業:市原市に設置した

県廃棄物情報技術センター内に，エコタウン

地域内の燐難物情報を一元的に管理して県民，

事業者へ提供するシステムを構築している.

②ハード施設の整備

(a)エロセメント製造プラント設置事業:市原市

の臨海部に，通産省(新エネルギー・産業技

術総合開発機構)が開発した都市ごみ焼却灰

を主原料として製造するブラント合，セメン

トメ}カ-(太平洋セメント(梼)を中心とし

た新会社(市原エコセメント側)が設置し，

連常している.

(b)直接格融設備設置事業:君津地域の臨梅部に

新日本製鉄(株)が開発したコークスベット

式直接溶融炉を，君津地域4市と新日本製織

(槻ほか2社による第3セクター(側かずさク

リーンシステム)が設置し，運営している.

〔施設整備補助事業]

・エコセメント製造施設(平成10・11年度)

4. 1. 8.秋田県北部18市町村

(平成11年11月12日承認)25)， 26) 

世界自然遺産の白神山地や十和問・八幡平国立

公聞など豊かな自然環境に抱かれた秋田県北部と

は，米代川流域地方拠点都市整備協議会エリアの

18市町村である.この市町村において，住民参加

による一般廃棄物の減量化や地域産業を活用した

再資源化に努めている.具体的に鉱業関連基盤を

活用した家電製品リサイクルを中核とした金属リ

サイクル事業や風力発電所の建設など，新エネル

ギー産業の積極的な導入を図る.

廃材や廃プラスチックを原料にした新建材の生

産，生ごみや鶏糞を利用した完熟たい肥の生産，

パソコンや携帯電話から貴金属を回収するリサイ

クル製錬など新たな事業展開も計幽している.

農かな自然と共生する環境調和型社会の形成を

基本コンセプトとしている.

(a)廃棄物の発生抑制・滅最化と再資源化

(b)鉱業関連碁盤を活用した新しい産業の創出

(c)地域産業の連携による新しい資源循環型産業の

創出

(d)新エネルギー産業の導入

実施方針は以下のとおりである.

(a)製錬所などの鉱業関連基盤を活用し，多種多様

な金属類のリサイクルを実施する.

(b)広いエリアにおいてぜ口・ょにミッションを達成

するため，点在する地域産業の有機的連携を図

る必要があることから 興業種産業の交流やベ

ンチャー企業創出宵成を積極的に推進する.

(c)地域に豊富に賦存する環境持化に優れた特性を

持つ天然ゼオライトや珪藻土等の鉱物資源をエ

コマテリアルとして また 木材産業の廃木材

や火力発篭所の石炭灰など地域の産業から排出

される活用可能な燐棄物をエコ資源として位置

づけ，これらの活用を図る.

(d)産学官連携によるエコマテリアルの研究開発な

どの成果を企業化する.

[施設整備補助事業]

-家電製品リサイクル施設(平成11年度/稼働

中)

4. 1. 9.宮城県鴬沢町

(平成11年11月12日承認、)14)

鴬沢町は，細倉鉱山の閉山(昭和62年)に伴い，

町全体の活力が著しく低下するという大きな課題

の中で，リサイクルマインパ}ク構想、のよモデル地

域に選定されたのを契機に 蓄積された鉱山の技

術を活用した地域の発展と新たな地域づくりに向

けた地域住民，企業，行政が環境パ…トナーシッ

ブを形成し，廃棄物の排出抑制，エネルギーの有

効利用を関る計闘を策定した.資源循環型の社会

システムを目指し，使用済み家電製品のリサイク

ル事業を核として環境教育や環境情報事業などの

ソブト事業を展開し，環境と調和した地域づくり

のモデルを目指している.また，リサイクル情報

センタ…およびリサイクル工房等の環境関連施設
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整備を行い，今後も，計画の具体化や事業の実施

にあたっても，情報公開による地域住民の理解と

環境教育や学習活動を推進していく.

宮城県エコタウンプランの基本構想は以下のと

おりである.

①家電リサイクル工場を中核とした環境調和型地

域モデルの形成(鷲沢町)

(a)公開型家電リサイクル工場

(b)リサイクル情報センター

(c)リサイクル工房

②環境調和製地域モデルの広域展開と地域産業へ

の波及(大崎・栗原地域)

(a)一般燐業物広域高度処理施設

(b)エネルギ}リサイクル施設

③新たな環境調和型産業の創造と地域からの発信

(大崎・栗原地域)

(a)環境・リサイクル技術研究所

(b)ゼ口エミッション型工業団地

[施設整備補助事業]

-家電製品リサイクル施設(平成11年度)

4. 1. 10‘北海道(平成12年6月初日承認、)凶)

仰の地域と比較して燐棄物の発生抑制，リサイ

クル対策の遅れが見られる北海道は，道内から発

生する主要な一般麗棄物および産業廃棄物をリサ

イクルする事業を道内各地に展開し，北海道全域

でのぜロエミッション社会の形成を図る.当面の

事業化するものとして，家鷺製品リサイクル事業，

紙製容器包装リサイクル事業，プラスチック製容

器包装・農業用廃プラスチックリサイクル事業，

焼却灰リサイクル事業を予定している.これらの

リサイクル関係事業の推進により，道内の金属な

どの加工業，商産業，製鉄業へのリサイクル原材

料を供給し，新たな環境産業を創出する.

[繊設整備補助事業]

-家電製品リサイクル事業(平成13年4月稼働)

4. 2.家電製品リサイクル事業とRDF発喝事業

ここでは紙面の都合上 各地域の施設整備補助

事業において， 4地域で実施されている家電リサ

イクル事業と大本田市のRDF発電事業に絞って

述べる.

4. 2. 1.家電リサイクル事業

エコタウンとして承認されている10地域の中で，

家電製品リサイクル事業を行っている地域は，北

九州市，秋田県，宮城県，北機道の4地域であり，

約半分の地域が家電製品のリサイクルに取り込ん

でいる.法律においても 循環型社会形成推進恭

本法をはじめ，リサイクル社会を目指す一連の法

案がすべて可決・成立した.このうち2001年4月

から特定家庭用機器再商品化法(家電リサイクル

法)が施行される.このことからも分かるように，

いま循環型社会における家電製品の重要性が伺え

る.

北九州市のエコタウンの場合は，東芝が家電リ

サイクルの子会社「西日本家竃リサイクルJを響
灘の総合環境コンピナートに平成10年に設立した.

同社設立のねらいは，家電リサイクル法に基づい

て家鷺4品目を高度に分解・選別し，商品位再生

原料を生産するとともに，フロンなどの適正処理

を行う.

事業としては家電4品目(テレピ，冷蔵廊，洗

濯機.::r.アコン)を300日稼働で年間50万台再生

処理する.これを生産処理体制次第では75万台ま

で延ばすことが可能である.また，全九州では

220万台の排出が予想される上に，響灘埋立地の

周辺が広いため，物流ルートや輸送コストの問題

が成り立てば，九州北部だけでなく，南九州や沖

縄まで拡大できるのである.

秋田県の家鷺リサイクル工場を例に挙げてみる

と，対象品目は家電リサイクル法で対象となった

家電4品目である.この家電リサイクル事業は，

北東北三県(秋悶，腎森，岩手)で排出される使

用済み家電を基本対象としており，平成10年度に

実施した事業可能性調査では対象4品目合計の年

間排出量を48.6万台，このうち30%の回収率とし

て13.2万台を収集処理量として推計しており，こ

れをペ}スとする事業規模を計画している.

事業の立ち上げと安定的な運営を計るため，現
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在，実証実験を実施しているほか， ["北東北三県

家驚リサイクル促瀧連絡会議jを設置し北東北三

県の協力と連携による家電リサイクルシステムの

構築に努めていることから，本事業の課題である

「原料の確保」については，十分に手当て出来る

見通しである.

宮城県鷲沢町エコタウンの場合は，実証実験と

して「使用済みブラウン管リサイクルパ…トナー

シップ割デモンストレ…ションプログラム (PD

P)Jを実施し，その過程で生じてくる課題など

を検討していくことにしている.

プ口グラムの目的としては

①家電リサイクルの普及啓発

・ワークショッブによる家電リサイクルの合意

形成

②資源循環型構築のためのそデル提示

-住民参加による環境マネジメントシステムの

構築

-宮城県鴛沢町エコタウンの中核施設にふさわ

しい運営

③効事的，かっ安全な技術システムの検討

④効率的，かつ安全な収集運搬システムの検討

-自治体，義務者などの協力による収集連搬の

試行

北海道エコタウンプランの家電製品リサイクル

事業の概要は，北榔道全域からの収集システムの

構築及び物流効率化情報システムの導入により，

効率的な回収を行うとともに，断熱フロンの回収・

破壊を合む法定のリサイク jレ率以上の再資源化を

行う.処理能力としては，家電4品目を年間約30

万台である.

このように，エコタウン4地域において考察し

てみたが，処理能力は違うものの， 2001年4月か

ら家電リサイクル法が施行されるため，家電4品

目を中心に回収が行われている.ただ回収するだ

けでなく，北九州市が高度に分解・選別し，商品

位再生原料を生産するとともに，フロンなどの適

正処理を行っているように，何かもう一事業行っ

ているところがエコタウン事業なのである.

企業の聞でも，企業同士が協力し新しいプラン

トを作ろうと努力している.この分野に関しては，

欧州などは先駆的に実践しているが，法制化には

いたっていない.そういう意味では遅れて動き出

した感のある日本が，この法制化の実現により，

世界的に一歩抜きんでたことになるかもしれない.

4. 2. 2. RDF発電事業
( 1 )ごみ問形化燃料 (RDF)

今後の日本におけるごみ処理は，発生・排出抑

制，資源化・中間処理によるごみの減量化が中心

となり， ["ごみゼ口社会Jへの移行が求められて

いる.さらに，ごみ焼却におけるダイオキシン類

の削減対策として新ガイドラインが公表され，焼

却炉の連続運転，あるいは「ごみ闇形化燃料 (R

DF)Jへの移行が社会的に取り組まれ始めている.

そのRDF(Refuse Derived Fuel)とは，廃棄

物の中から選別した可燃物を破砕，粒度調整，乾

燥，成型固化などの加工技術を用いて製造した固

体燃料を総称した名称である.単位重量あたりの

発熱量は生ごみの1，000-3， OOOKcal/Kgに比べ，

RDFでは3，000--4， OOOKcal/Kgと高く安定した

燃焼ができる.このような安定燃焼性に基づき，

ダイオキシン発生低減化を図ることができる.広

域化による全連続炉での焼却が難しい自治体にあっ

ては， RDF化へ移行し，広域的な利用や焼却が

メニューとして提示されたことから，多くの自治

体がRDFの導入を検討し始めている 27)

(2) RDFの特性

①腐敗性:RDFの水分最が10%以下に乾燥され

ており，石灰が添加されているので，腐敗性は

ほとんどない.室内では1年以上の保管が容易

である.

②輸送性:形が小さく，水分が少なく，悪臭がし

ないので取り扱いが容易で，移動が簡単にでき

るので輸送性にすぐれている.

③貯留性:形状が一定し，性状が安定しているの

で腐敗したり，悪臭を出すことがなく貯儲性に

優れている.安定供給が響易である.

④燃焼性:形状および発熱量が一定なので，安定

した燃焼性を有し，単独或いは石炭や木くずと
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の混焼が容易である.

⑤排ガス対策:RDF製造時に添加される石灰に

より，燃焼時の溢素系ガスの発生を抑制するこ

とができる.また，排ガスが比較的安定してい

るので処理対策が容易である.

(3) RDFの製造方式

RDF製造の代表的なプロセスは，騰棄物を破

砕した後に不燃物や金属類を磁選や風選によって

選別除去し，乾燥の工税を経て消石灰を定最混合

して，化学反応によって発熱させ圧縮・成形する。

添加剤|

' 
:山
中
閣
同
凶
軒目
工凶一一
両
凶
阿
国

区区画] 長日両1
関3.RDF製造プロセス

ごみ固形燃料化技術は，図3の工程でも明らか

のように既存の廃棄物処理技術を応用したもので

ある.都市ごみを原料とする場合には，燃料不適

物(金属くず，陶磁器・ガラスくず，大量の布類

や大型描ピ類等)の除去，水分担停の変動への対応、，

不適物の混入防止が重要なポイントである.また，

どのような形状，性状のごみが混じっていても，

検知して除去できるシステムが求められる 27).28)

( 4 )大牟岡市のRDF発電計岡

このように，製造されたごみ閥形化燃料

(RDF)を燃焼させるRDF発電は，リサイクルエ

ネルギーを得る方法として最近大きな注目を集め

つつある.石油などの化石燃料の将来的な供給不

安，地球環境問題，資源の有効利用の観点から，

貴震な閣内資源としてエネルギ}供給の一翼を担

うことが期待されている.r新エネルギー導入大
綱Jにおいても廃棄物発電の中でRDF発電は，

有効な手段として位置づけられている.

RDF発電のメリットとしては，次の様なもの

がある.

①従来発電ができなかった中小規模の廃棄物処理

施設でも RDF化し，それを集めて大規模化す

ることにより，発龍が可能となる.

③RDF化することにより排ガスの性状が改善さ

れ，高効率発電が可能となる. RDF燃焼にお

いては，添加された石灰により，排ガス性状が

改善され，蒸気温度を500"Cレベルまで上げる

ことが可能となり，従来の発電効率10-15%に

対し30%税度の高効率発電が期待できる.

③準連続施設などでは. RDF化することにより

排出されるダイオキシンの低減化カ可能となる.

福岡県大牟田市においては， RDF専用炉で

発噂する困内初の火力発電所が設立されている.

RDFを使った発電所を核に環境産業を集積す

る福岡県大牟岡市の「有明エコタウンo(オメ
ガ)サイト計画Jが平成10年，国の「ょにコタウ

ン事業Jに指定された.これにより，同市で進
むリサイクル関係施設の建設費などの半額を国

が補助し，財政的な支援体制が整ったことで

「環境産業都市Jとして再生を目指す構想が具

体的になった.

有明。サイト計画の対象地域は，有明海に面

ー
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した岡市健老・新開地区約814ヘクタールであ

る.大牟田市と福岡県，それに電源開発などが

出資する第三セクターで，中核施設としてRD

F発電所を建設した.熊本，佐賀，長崎各県か

らもRDFの供給を受け.2002年度から本格稼

動する予定で，計画地内施設への供給を行うと

ともに余剰電力を売買する.最近の新聞による

と広島県備後地域においても，第3セクター方

式でごみ岡形化燃料 (RDF)発電所を建設し，

2004年からの稼動を目指している‘ 23)，29) 

校正時にびんどエコタウン構想、が承認されたの

で加筆する.

通産省と厚生省は平成12年12月13日，広島県東

部を対象に広島県が策定した「ぴんごエコタウン

構想Jを承認した.中岡地方では初の承認、地域.

ぴんどエコタウンプランの敢認地域は福山市，三

原市など県東部の22市町村.核となるのは，福山

リサイクル発電のRDK発電・灰溶融施設，廃プ

ラスチック高炉原料化施設，食品トレーリサイク

ル施設，アロン破壊・代替フロン再生施設.これ

ら4施設を核に周辺地域に各種廃棄物のリサイク

ル関連施設の集積を図る.また大学などとの連携

により多分野にわたる先進的な廃棄物再生利用技

術の研究を促進する 30).31) 

5.おわりに

一経済社会システムの変革を目指してー

企業や家庭から排出される廃棄物の量が増加し，

その質も多様化してきており，廃棄物の処理・処

分に多額の費用や時間を要するようになった.廃

棄物の最終処分場としての捜立地も全国規模で不

足しており，さらに有害物質による環境汚染の問

題が生態系に大きな影響を与えている.今日の社

会システムの中から，排出される廃棄物による環

境悪化を避けるためには，まず発生する大量の廃

棄物を自然界の中で「廃棄物資源Jとしてうまく
循環使用できるシステムを早急、にっくり，環境へ

の負荷を少なくしなければならない.

さらに，我々人聞が持続して発展するためには，

「自然と共生Jして人間活動を「環境と調和Jさ
せることが必要である.我が困では，このような

視点に基づき，現在の社会システムを環境への負

荷の少ない「持続的発肢が可能な社会Jへ変革し，

「物質循環と自然との共生を確保する経済社会シ

ステム」への転換を目指さなければならない.現

在の環境に大きな影響を与えている物質優先主義

の経済システムを，我々の総意で「循環と共生を

中心に据えた経済システムJに変革しなければ，

環境悪化はますます進んでいくであろう.これを

決断して実行する時期が早ければ早いほど，悪化

した環境の復元に時間も短くてすみ簡単にできる.

将来生まれてくるであろう未来世代の人達は，地

球温暖化や資源の枯渇のような自らの生活に直接

係わる環境問題に対して，現存世代が行う意思決

定にもちろん参加することはできない.現在の環

境問題に対して決定権を持たない未来世代に，環

境悪化と資源不足の「負の遺産Jを残すような，
現存世代の大量生産・大量消費・大量腐葉型の経

済システムを継続する権利はないはずである.今

こそ，経済社会システムを「大量生産・大量消費・

大量廃棄型Jから， I物質循環を基調にして自然
との共生を確保した新しい社会システムJへ変え

るために行動しなければならない.
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